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理人組合 (MarineFHeman and Marine Cooks) と締結した。その数日後，東岸
のアメリカ商船協会 (Americ叩 MerchantMarine Institute) は全面海事組合
(NatlOnal Maritime Union) に50/0の賃上げを認めた。すると， 海上火夫・料
理人組合は，協約が既に発効していたにもかかわらず，太平洋岸の雇主に交渉
の再開を要求し，両組合間に発生した賃金格差を解消させた。とこでは賃金は
1) A. M. Ross.“The Dynamws of Wage Determination under Collective Eargaimng "，
American Economic R叫 iew，Vol. X玄XVII，Dec. 1947， p.802 





1946年の自動車産業では 5月25日に統一自動車労働組合 (UnitedAutomo 
bilc Workers)とGMの聞で時間当り工1セントり(生計費賃金調整により 9月l日以







2) Ibid.， p. 814 
3) 雄型交障は第二次大戦前にも漉青摂産業で 1898-1927年， 1934-1941年の問に既に符われて
いた。，R.M. Patterson， "Collective Bargaming with AssociatiODS and Groups of Em 
ployers". Monthly LaborRevi尻町 Vol.64， Mar. 1917， pp. 401-402 しかし，雛型交捗が注目
さ礼たのは戦後のことであり 政治的賞金決定論の流行は雛型交渉と密接t，関係がある。 G.P
Shultz & C. A. Myers“Union Wage Decisions and Ernployment "， AmlJ1'ioan Eco飽omte
Review， Vol. XL， June 1950， p. 362雛型実障の紹介としてはz 桜林誠「封働経済学序説J 昭
和32年，第8章がある。
4) "Chrysler Stoppage; GM Agreement". Monthly Labo'J Revie帆 Vol.66， June 1948， p 
644 
5) N. W. Bortz， "Cost of Living 、，vage Clause and UAW-GM Pact". M明 tMy Laboy 
Review， VoL 67， J叶 y1948， pp_ 1-2; Montht少 LaboyReview， Vol. 67， Oct. 194.8， p.411 な
お，この年の全国雛型は13セソトであち J鉄鋼業でも13セy トが協定されていた。 MonthlyLabor 
Rβ明 ew，VoL 6.7， SPpt. 1948. p_ 305 
6) "Chrysler Stoppage ". ot. c~t.. p'， 644 
7) "Ford Mortor Co. W:l.ge Tncrease"， Monthly Laho1' RevieωVo1. 67. Aug. 1948， p. 152: 
8) Monthly Labor Revieω， VoL 67， Sept. 1948， p. 366 
9) M(抽出:yL岬 0'1Revw1iJ， Vol. 67. Oct. 1948， p. 412 
10) これらの組合における協約の成立は それぞれ扶の記事によってアオローしたものである。協
約成立にいたるまでの過程 成立日時の記述は興味陣い此 ここでは省略する"ElectricaJ 
Workerぜ Strike".ル"叫klyLα必0'1Revieω， Vol. 62， Mar. 1946， p. 42:7; Monthly Labor Re 
view. Vol. 62， May 1946. p_ 8.'19; "Indnstry_wide Steel Strike "， lI.fonthly Labo'l' Reviow 
VoL 62， Mar. 1946， pp. 426-427; Mc叫htyLabor Revieω. Vol. 62， May 1946， p.838; Mon-
thl:; Lηbor Review， VoL 6.'1， Ang. 1946， p_ 317; Ibid.， p. 319;“American S=el ting und 
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ジォ・機械労働組合 (UnitedEl回 trical， Radio and Machine Workers)，統一自
動車労働組合，統一鉄鋼労働組合 (Unit吋 (SteelWorkers))，統一ゴム労働組合
(United Rubber ¥Vorkers)，統一乳製品労働組合 (UnitedDairy Workers)，国際
沖仲士組合 (InternationalLongshormen's Association)第333地方支部，国際鉱
山・砕鉱・製錬労働組合(InternationalUnion of Mine， Mill and Smelter Workers)，機
関車技師友愛会(Brotherhoodof Locomotive Engineers)と鉄道乗務員友愛会 (Bro-
therhood of Railway Trainmen)，統一炭鉱労働組合 (UnitedMine Workens)，国
際トヲッグ乗務員友愛会 (InternationalBrotherhooヨofTeamsters)， 産業別鉄
道労働組合 (R出 lroauWυ!'kers lndustrial Union)等々。か〈て，第1表に示さ





7.5ー 10.0 6 832 
10.0-12.5 9 449 
12.5-15.0 13 1s67 
15.0ー 17.5 31 2922 
17.5-20.0 43 3721 
20.0 -22.5 26 3299 
22.5-25.0 14 2261 
25.0-27.5 3 127 
27.5-30.0 6 445 
J. Badζman， Wa，l;e Dete1'minalio飽.1959， 















ReJining Strike Termlllated "， Monthly Labor品川w，Vol. 63. July 1946， pp. 86-87; 
Monthly Labof' RevilJω. V 01. 63， Aug. 1946， p. 323; "The 1946 A greement ". Monthly Labor 
Revieω， Vo1. 63， Aug. 1946， p.172; 九ダ凶包thlyLabor Revuω， Vol.63， Nov.1946 p. '837; 
MontMy Labor Remew， Vol 61， Feb. 1947， p.3.47 
11) F. M. J ones & E. K. Bushman， "Postwar Increase in Basic Wage Rates Mo叫 hly
Labor Revie肌 Vol.63， Sept. 1946. p. 342 
40 (556) 第101巻第6号
しかし，雛型交渉では経済的要因は働いていないのか。セノレツアー (G.5el-






















12) G. Seltzer， .Pattern Bargauung and UωUniied SiedwOl.ke日 Juurnul 01 PuhtH;ui 
E出nomy，Vol. LIX， Aug. 1951， pp. 319-331 
13) lbid.， pp. 324-327 
14) D l Robedson， .Fi田 toryWage Structures and Natiomu Agreement， 1960， pp. 58-59， 182 
188. 
























15) G. SeItzer， op. cit.， pp. 330-331 
16) J. T. Dunlop， Wage Dete抑制抗叫側包胡4日 T叫deU.町四$， 1950 ed.， 1966， p.vi 桜林誠他
訳「団体士も歩下の賃金扶定J 昭和31年，剖ベー ジ。
17) J. T. Dunlop. Produ"ctivity and Wage Structure"in Essays蜘 Honof' 01 Ah岬 E
Hansen， I1なC叩 eEmpluyω叫，脚aWage Po&icy， 1948， p. 355 



























19) G. P. Shultz '& C. A. Myers，“Union Wage Decision and Employ皿 ent American 
E印仰O例 icReview， VoL XL， June 1950， pp. 364-365 
2泊) Ib~d. ， pp. 367-368産業の仕事量と賃金の関係が意識されてL、る。
21) Ib'ld.， pp. 368-369 
























22) 多〈の事例のうちの五つが紹介されているが，ここでは省略する。次を参照。Ibid..pp. 369-372 































26) M. W. Reder， The Theory of Union Wage Policy， in W. Galenson & S. M. Lipset 
(ed.)， Labor and T町rieu-別 O削 51ft， 1960， pp. 11-12 




























































27) A. M. Ross， The External Wage Structure， in G. W. Tylor & F. C. Pierson (ed.)， 
New Concetts 同 WageDetermmaれon.1957， p. 193 
28) Ibid， p. 194 
29) 産業の分類の仕方によって画一性に霊長響が及ぶので注意が必要である。
30) Ibid.， P 193 
31) その上a 組合も非常に多様であるから 律の説明は不可能だとする論者もある。R.A. Les 
ter， Labor Monopoly and Business Monopoly; A Faulty Analogy， in J. Shister (ed.). 






























F. M. Jones & E. K. Bushman， "Postwa1" Increase in B品 icW 乱geRates"， Monthly Laboy Review， Vo1. 63， No 
3， Sept. 1946， pp. 344-345 より抜輩。
17.0 1.9 12.5 2.9 1.5 

























32) A. M. Ross， op. cit.， p. 197 
33) Ibid.， p. 203 
34) Ibid.， p. 187 


















た刷。 ロス説とグ y ロヅフ固説は関心の違いに応じて問題とする領域がそれぞれ
35) A. 11-Ross， "What is Responsible Wage Policy?ぺSouther外 Ec明酬icj.叫 rnal，Vol 
XIV， Jan. 1948， p. 270 
36) Ibid.， p. 270， 272 
37) rこの研究はもっぱら貨幣賃金のみを取り担う。何故なら交渉における組合の吉L古決定は貨幣
額でなされるからである oJ A. M. Ross， T四 deU刑問 WagePolicy， 1956， p.16，古米淑郎訣
「骨働組合の賃金政策」 昭和37年 30ベー ジ。
38) リシドプロムに明確に指摘されている。 C.E. Lindblorn， "Inco田 eGoals of Unionism" 
Southern Eco削 micJOUr1叫， Vol. XIV， April 1948， p.429，参照。
39) ロスは「興味深い現象の多〈はこの自由裁量の範囲内で起るJという。 A.M. Ross， External 
Wage Structure， op. cit.， p.187企業の意志決定過程に関心を寄せるサイアートとマーチは組
織のスラック (OrganizationalSlack)なる概士を導入して， r企業内の興味l!/1c、現象の幸〈は
スラックが典型的にはゼロでないために起る」と述べる。R.M. Cyert & J. M. March， A 
Behavioral Theo叩ザ th.eFirm， 1965， p. 36 関心の一致は， 問題が組合と企業とで具なるに
もかかわらず 同様の叙述をひきだしている。
40) 原理論の抽象度の高さはj しばしばi 現実から接返する論者には理論の真の意味の理解に困難












められると， 時間当り 18.5セ γ トの賃金引き上げが協定されたのである叫。会
社は政府が認めさえすれば価格壱引き上げる能力をもっていたのであり，ぞれ
により雇用にかかわりなく若干の賃金の引き上げが可能なのである。また，!f








をもたらす場合があると ヒヅグスは述へている。1-R Hicks， The肝 'yof Wages. 2nd ed 
1963， pp. 179-180，内田忠寿訳「賃金の理論」 昭和40年， 159-160ベー ジ。
41) "Indust可 wideSteel. Strike "， op_ cit._ pp. 42f1-427 
42) J. T. Dunlop， Wage Dele岬開旬atiσnunder T:叫deU，削 ons，op. cit.， p.77，訳書.89ベージ。
43) Cyert & March， op. cit.， p. 36 
44) R. A Lester， "Shortcomings of Marginal Analysis for Wage-Employment Problems" ~ 


























45) Cye，-t & Ma:n;h， up.叫， pp. 84-86，毒照。
46) A. M. Ross， The External Wage Structure， op. cit.， p.193 
47) 一つには，満足;}準が達成され易いこと，一つには，費用が自己実現的性格をもっていること
によるであろう Q Cyert.& March， op. cit.， p.90，参照。
48) J. T. DU1l1op，ο'p. cie.， p.ii，訳書 viiベージ。
























るととは少くなるとしても唱。 J.T. Duniop， Proc.uctIvity and the Wage Structure， op. clt 
p. 345 ロスは. i需要と供給の地理的に限定された位格と，団体交捗の下の賃金決定の地理的
に限定されない性格の聞には致命的な分裂がある」とU、う。 A.M. Ross， "Wage Detenmna-






























運動の尭展をあげている。 A.M. Ross， "-Do We Have a New Feudalism "， Amencan Eco 
nοmic Review， Vo1. XLIII， Dec. 1958， p.915 
51) J. T υunlop， op cit.， p. ~7. 訳書， 100へー ジ。
52) ロスの「強制的比較は加何に強大であっても，織物業の賃金を鉄鋼業の賃金にまで引き上げる
ことはできなL、」との指嫡は，示唆的である。


























53) このようによくいわれてい否。例えば， A. Flander弓 CollectiveDargainin邑， j)lA. Flanders 
& H. A. Clegg (ed.)，日eヲ'-yst岬 ofIndus!riaZ Relations in Great Britain， 1964， p. 318， 
参照。









較と統合は重要である o また，ロ y、は，組織は大きくなると公式目的からかな
り自由になるから，組合は必ずしも経済合理的な行動をとるとは限らないと主
張した。しかし，組合は大きくなってもある程度は組合員の経済利益の追求な
る公式目的を達成しなければならない。そうでなければ組合員は組合を離れる
かも知れない。それゆ$.，組合が達成しなければならない水準，あるいは達成
しようとする水準があれこの水準が達成されると一応組合員の離反はない。
このような水準壱満足水準と呼んできた。これは情報不完全性と関係していた。
しかし，ロス説ではこれらのことは明確ではない。それは，ロス説は主に雛型
交渉下の産業を取り扱っており，ここでは既にみた特徴から満足水準の達成が
容易であったと想像され，したがって，組合の政治的側面が現れ易かったため
であろう。しかし vー ダーのいう「賃下げを結果するのはどの程度の失業かJ!
やリ γドブロムのいう賃金決定の基準は，満足水準と関係しており，ロス説が
これを吟味しなければならないことを示している。さらに，市場の不完全性の
賃率の巾へ及ぼす影響の考察が必要である。ロス説の比較の範囲は市場の不完
全性乙いう観点、から考察されるべきではないだろうか。以上の如き問題点をロ
月説がもっているのは，ロ月説が原理論との関係を恵、識「ることなく，原理論
とは一応別に，現実の団体交渉を出発点として建設されたからである。それは，
それだけでも有益ではある。しかし，もし現状分析が原理論との関係を意識し
た上で現実の団体交渉を分析していけば，一層有益であろう。
